On Minimum Wage Act S. 11 by 秋田 成就
最低賃金法第11条について
著者 秋田 成就
出版者 法政大学社会学部学会
雑誌名 社会労働研究
巻 14
号 上
ページ 261-294
発行年 1961-12-25
URL http://hdl.handle.net/10114/8208
蕊蕊鍵溌溌蕊ｊｉ鍵蕊蕊 獣電 霧蕊鍛辮繍蕊:！
最低賃金法は幾多の波乱を経て昭和三四年四月第三一回通常国会において成立した。本法がその成立に当り革新
諸政党や組織労働者の強硬な反対に遭遇したのは、いうまでもなく、それがいわゆる「業者間協定」による最賃方
式を中心とするものであったからであり、そして「業者間協定」による最賃制が真の最賃制度でないとして反対を
されるゆえんは、それが適用さるべき労働者側の意思をほとんど反映させることのできないプロセスの下に制定さ
れるという点にあることも周知のところである。げんに、本法施行後二年有半の間、ここにとり上げる第二条方
式による最低賃金が成立するまでは、本法による最賃の決定はすべて第九条および第一○条による「業者間協定」
（１） 
方式であった。しかもこの「業者間協定」方式は、行政当局による積極的指導もあって著しい進展を見せ、三六年
六月末までに総件数約四四○件、その適用労働者数は八三万人に達した。三五年一一一月末現在の実施状況では、総
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数二六○件、適用労働者数が約四四万七千であった事実からみても最近の増加率の高さを知るこどができよう。し
かも法の対象となっていない「業者間協定」が右とは別に一一一六年六月末現在で二○九件に及んでいるのである。
ところで、本法は「業者間協定」方式による最賃制と並べて第二条の労働協約に基く地域的最低賃金方式を規
定している。ぼんらい労働者の賃金は、団体交渉や労働協約により労使の自主的交渉により決定すべきだという基
本理念からいって、最低賃金制の決定の場合にもまず労働者の意思を反映させるべきことが組合運動の側の一致し
た見解であった。業者間協定方式がこの点で重要な欠陥をもつものとすれば本条はそういった立法的世論をとりい
れた唯一の規定ということができる。しかし本法の最低賃金制は、組織化にめぐまれない中小零細企業の労働者に
、
、
、
対して行政官庁の「決定」する最低賃金を適用するという形態をとるために、労働協約に基ずく最賃制といっても
その成立にかなり複雑な要件を課せられている。すなわち、それは協約そのものの拡張適用ではなく、ある地域に
業種別の最低賃金に関する協約が労使双方についてかなり高度に普及適用されるにいたったという状態を前提ど
し、かつ当該協約の当事者である組合又は使用者（団体）のいずれか一方の側の全員が．申請に同意するという条件
が備ってはじめて申請が認められ、その申請にもとずいて最低賃金審議会への諮問および異議申立が行なわれ、そ
の結果、妥当と認められた場合にはじめて、協約所定の最低賃金が、本条による最賃として「決定」されるという
仕組になっている。結局この方式は第九、一○条の業者間協定に基ずく最低賃金方式を最賃制の基本的形態としつ
つ、たまたま「業者間協定」に代るだけの協約による最賃制ができている地域と業種について、九、’○条方式で
とられる手続を準用しようとする考え方に立っているように思われる垣！
、
、
いずれにしてもその要件が厳しい点からいって、本条による最賃制を獲得する一」とは当事者組合にとってかなり
ｻﾞ 
ザ
申請内容は全繊同盟化繊部会が自適用地域は全国を範囲とする目適用労働者の範囲は、無機化学以外の化学繊維
製造業を行なう使用者に常時使用される労働者であって、化学繊維製造にかかわる業務に使用されるもの（約八
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第二条方式による最低賃金決定の申請については繊維産業の組合が早くから関心を示し、その全国組織である
（１） 
全繊同盟および全蚕労連（現在繊維労連）のいずれも昭和三四年秋頃から申請の準備を始め、昭和三五年一一一月一一八
困難なことである。そしてこの事情がこれまで本条の活用を不毛にしてきた主要な原因であることは否定できな
い
と
こ
ろ
で
あ
る
。
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者間協定による最賃を中心にした最賃制を破るものとして、その意味で自主的最賃制の嚇失としての意味があるば
かりでなく、最賃法二条の解釈論の定立の一過程として少なからぬ意義をもっとみることができる。以下には、
二条方式による最賃第一号成立の過程を概観し、その成立に際して主要な役割りをもった最低賃金審議会の審議
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（１）最賃賃金法施行の状況については三浦「最低賃金法運用の実績と問題点）（法律時報一一一三巻第三号）参照
，
（
２
）
本
条
が
前
提
と
し
て
想
定
す
る
理
想
状
館
は
企
業
の
ワ
ク
を
超
え
た
業
種
別
な
い
し
産
業
別
の
統
一
的
最
低
賃
金
協
約
の
確
立
と
い
う
こ
と
で
あ
り
、
そ
の
意
味
で
は
本
条
は
少
く
と
も
立
法
当
初
は
実
現
性
の
薄
い
附
随
的
条
項
と
考
え
ら
れ
て
い
た
の
で
は
な
い
か
と
思
わ
れ
る
。
そ
の
よ
う
な
理
想
状
態
を
想
定
し
て
本
条
を
読
む
と
ス
ム
ー
ズ
に
読
め
る
こ
と
は
確
か
で
あ
る
。
し
か
し
現
在
の
企
業
別
組
合
で
も
そ
の
組
織
的
努
力
に
よ
っ
て
は
右
に
近
い
状
態
を
創
出
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
。
今
回
の
申
請
は
そ
の
意
味
で
も
組
合
運
動
上
重
要
な
転
機
と
な
る
と
思
わ
れ
る
。
日労働基準局に申請書類を提出した。
二
、
第
二
条
方
式
に
よ
る
最
賃
第
一
号
成
立
の
経
過
中央最低賃金審議会は四月二五日第一回総会を開いたが、第二条の解釈上の問題を含めて申請を受理すべきか
どうか、申請にもとづいて最低賃金を決定することが適当かどうかについての、専門的審議を、公労使三者から構
成（公益一一一、労使各一一）される小委員会に付託することを決定した。
小委員会は五月二四日以降六回にわたって審議を重ね、法第一一条との関連において申請事案に関する問題点の
究明に当たったが、以下に述べるような諸点について、委員会としての全面的意見一致を見ないままに、八月二
日小委員会としての報告書を出した。そこでは、労使各代表の意見が一致しない問題点については多数意見を述べ、
これに少数意見を附するという形式がとられた。そして、この多数意見に基ずき両労組が申請を修正して提出した
ならば、これを正式に受理、公示してよいとの結論を示した。なお、日経連は小委員会報告書の多数意見に納得で
きないとして、労基局長に対し疑義解釈の文書（昭和一一一五年九月一一六日、日経連労五五号「最低賃金法第二条の解釈に関
．
●
 
する件」）を提出、》」れに対する労働省の見解は、小委員会の多数意見と同趣旨である旨回答がなされた（昭和一一一五年
一○月一一六日労働省労働基準局長「最低賃金法第一一条の解釈に関する件」）。
低額は日給一三○円、
（１） 
の
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の
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た
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七、○○○人）とし、賃金の最低額日給二五○円、ただし試用期間中のもの、勤続二ヶ月未満のものは除く㈲算入
しない賃金（法第五条第一一一項第三号）はなし、という趣旨のものであり、全蚕労連は曰適用地域は群馬県を除く関東一
円（茨城、栃木、埼玉、千葉、東京、神奈川）を範囲とする。適用労働者の範囲は、器械製糸製造業を営む使用者
に使用される労働者であって、器械製糸製造にかかわる業務に使用されるもの（約六、○○○人）とし、賃金の最
低額は日給一三○円、ただし臨時と日雇は除く㈲家族手当一一交替手当、通勤手当は最賃に算入しない、という趣旨
一~ｻﾞ::f蕊噌:霧{:鞍雛溌i織蕊蕊蕊蕊蕊蕊::蕊騨騨
八月一一十四日小委員会の結論報告を受けた審議会は九月一六日から全体会議の審議に入ったが、結局、小委員会
における対立紛争点をめぐって労使双方代表委員の間で容易に意見の一致を見ないままに、労働大臣が法第一二条
による「申請に関する告示」をなすことに同意して、同一○月一一○日「告示」がなされた。
この「告示」に対し、全繊同盟の申請について、日栄化学、西川繊維、東洋化学、大日本セルロイドの四社と合化
労連カネカロン労組から異議申立が行なわれた。また日本化学、繊維協会からは再度にわたって陳情書が提出され
た。使用者側の異議はＢ二五○円は高すぎる目無機化学繊維製造業を除外しているのは企業競争上問題がある㈲申
請は当事者労使全部の合意となっていない等の点であり、これに対して労働者側の異議は二五○円が最低賃金とし
て低すぎるという点だけであった。結局、アウトサイダーとして最賃の適用を受ける側の異議は主として使用者側
であり、その論点もすでに小委員会や審議会で深刻な対立となっていた問題に帰着するものであった。
右のような情況の下に、審議会は容易に克服しえない壁にぶつかり、昭和一一一六年一月一一一一日の第一三回会議以降
審議を中断し、しばらく関係労使間の意見の調整に期待して、事態静観の態度をとり、約四ヶ月を経過した。
しかし、この四ヶ月間に労使双方にとって客観情勢に大きな変動が現われ、これが最賃問題の審議に微妙な影響
を与えるに至った。すなわち、経済の一般的好況を背景に各産業の設備投資の急激な拡大が見られ、これが新規学
卒者の求人難による一般初任給水準の高騰となり、加えて全繊同盟および繊維労連の春斗を通じての賃金水準の大
巾改善が行なわれた。また右のような背景に関連するのであるが、最賃法第九、十条によるいわゆる「業者間協定」
による最賃制度が未組織労働者の間に急速に進められるという事態に対応して、組合側でも労働者の意思の反映し
た唯一の最低賃金である本条方式を積極的に進めることによって、｜面では業者間協定に対抗し、他面では最低賃
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金の統一を通じて産業別統一賃金の形成をはかろうという気運が動いてきたのである。
このような客観情勢の変化が、それぞれ動機には一二アンスがありながら、わが国最初の最低賃金を育て上げよ
うという各当事者の努力に拍車をかけて凡六月以降審議会における審議は急速に進み、七月五日の第一六回会議で
は、次回会議までにＢ労働協約の当事者間において、「初任給に関する定め」を「賃金の最低額に関する定め」と
して了解する、目申請に合意していない労働組合については、当該組合も最低賃金が申請のとおり決定されること
自体については賛成ないし異議をのべないことを確認する、というこれまでの最終懸案を事実上解決することを申
合わせ、そしてこれらの解決によって、七月二十一日第一七回審議会では、両申請事案の決定を適当と認める旨の
答
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一
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に
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か
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こ
こ
に
申
請
以
来
一
年
半
を
費
し
た最賃法一一条方式による第一号（正式には繊維労連申請のものを第一号、全繊同盟化繊部会の申請のものを第二
号というようであるが本稿では両者を含めていわゆる第一号として扱う）がようやく陽の目を見たのである。
この一年半という日月は以下に検討する最賃法第二条のもつ解釈適用上の諸問題の困難さからいってやむを得
ない長さであったかも知れないが、結果的にはアウトサイダーである未組織労働者の最低賃金を引き上げるについ
ての実効を全く奪ってしまうことになった。すなわち、繊維労連の．申請最賃額一三○円は一一一六年の春斗で大部分一一
八○円’三○○円となり、これに応じて、アウトサイダーの労働者の最低賃金もほとんど一一五○円以上となり、全
繊同盟でも、今夏の賃金斗争で一五才八、五○○円を獲得してしまっている。そこで、現状ではもはや申請最賃額
の施行の実質的意味がないので、両労組とも最低賃金額改正の申請を考慮しているといわれる。
（１）全繊同盟では昭和一一一五年一月の第三回中央委員会において「最低賃金法に基く最低賃金決定推進に関する件」を決定
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上多くの問題点がある。二にのべた第一号最賃の決定に多くの日時と労力を要したのも、つまるところ、本条の規
定が明確さに欠けるところにその主たる原因があったといってよい。
本条の規定は次のとおりである。
「労働大臣又は都道府県労働基準局長は、｜定の地域内の事業で使用される同種の労働者及びこれを使用する使
用者の大部分が賃金の最低額に関する定を含む一の労働協約の適用を受ける場合又は賃金の最低額について実質的
に内容を同じくする定を含む二以上の労働協約のいずれかの適用を受ける場合において、当該労働協約の当事者で
ある労働組合又は使用者（使用者の団体を含む）の全部の合意による申請があったときは、これらの賃金の最低額
に関する定に基き、その一定の地域内の事業場で使用される同種の労働者及びこれを使用する使用者の全部に適用
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し、全蛋糸労連では、三四年秋季賃金斗争の過程でＨ一一条適用をするため、賃上げ妥結時に賃上げ協定書と別に最賃の協
定書を経営者からとる。ロ申謂に当って、組合数、組合員数について約四分の三程度のものの同意が必要となるので、未加
盟
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二一一○円に満たない組合に対しては早急に初任給を二一一○円に決定するよう勘らきかける。囚東京・埼玉。群馬・茨城など
の関東地方に存在する加盟組合は、二二○円の額を関東一円としてまとめて中央賃金審議会に申請する。国初任給が一一二○
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Ｉ 
審議会の小委員会では、一般論としては「一定の地域」とは、社会経済的に見て一応まとまりのある地域をいう
ものと解すべきである、という右の基準局の意見に全委員一致賛成したが、労働者代表委員から、その場合にも、
同条の規定を積極的に活用するという観点から、これを画一的に解す③へきではないという意見が付加された。
態度はいささか疑問である。
審議会の小委員会では、｜
ものと解すべきである、と吋
「一定の地域」というような抽象的規定ではその範囲を如何ようにも定めることができるが、そのとりかた如何
によって、ある労働協約の適用を受ける労働者および使用者が同一業種のそれの「大部分」を占めるものと認めら
れるかどうか、という申請についての構成要件充足上重要な差異をもたらすとともに、本条により「決定」を見た
最低賃金の適用される労働者および使用者の範囲を限定するものとしてその解釈が重要問題となる。
。定の地域」という解釈基準については、労働基準局は「法第一○条に準じて取扱う」としつつ、「都道府県等の
行政区画に限定されるものではなく、最低賃金の適用対象たる使用者及び労働者に係る事業場が存在する地域であ
って社会的経済的に一つにまとまった地域であれば足りる」という見解を示している（三四、九、一六労基発二四）。
思うに、法第一○条のいわゆる「業者間協定」による最低賃金の場合は、その性質上、当然、適用地域が限定され
るから、右のような解釈も妥当であろう。しかし、これをそのまま本条の労働協約に基く最賃制の場合に準用する
最低賃金法第一一条について
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する最低賃金の決定をすることができる。」
本条の解釈上、特に問題となる点は右にゴチックで表わした部分であるが、それは一見して明らかなように、本
条の構成要件上主たる内容のほとんど全部に及んでいる。以下に、逐語的に検討を加えてみよう。
日
。
定
の
地
域
内
の
事
業
場
」
‐ 
蕊右と違って、繊維労連の最初の申請のように関東一円を選定地域としつつも、何らかの理由で、重要な製糸県で
ある群馬県全部を除外するというようなケースになると、多少問題の余地が出てくる。というのは、ある地域にお
ける協約上の定めによる最低賃金を同一業種の労働者に拡張適用するという本条のねらいからみて、当該業種の主
最
低
賃
金
法
第
一
一
条
に
つ
い
て
二
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九
少しも差支えがないのである。
法文の中に「一定の」というような抽象的表現を用い、しかも法令にその範囲を特定しないという事例は多々あ
る（たとえば私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第一一条）。労働法の領域でも労組法第一八条が。の地域」
という表現を用いている。そこでは、それが数都道府県にまたがる地域に及んだとしても面積の広狭自体は問題に
（１） 
ならないと一般に解されている。本条の場合も、広さ自体に何らかの限定がつくとは考えられない。小委員会が本
条についていう「社会経済的にみて一応まとまりのある地域」という意味はよく分らないが、それが申請にかかる
地域を面積の広狭という点から限定しようとするものであれば不当である。なるほど、本条による最賃制は、労組
法第一八条における協約の拡張適用と違って、一定地域に普及している協約上の最賃制を根拠として、同一業種の
、
Ｔ
、
、
、
労使に適用する最低賃金を行政官庁が決定するしくみになっている。しかしそれは行政官庁がその適用範囲を任意
に裁量決定することを許す趣旨ではない。本条による申請が行なわれる場合は、申請者が、「当該最低賃金の適用
範囲とすべき一定の地域」と「適用を受けるべき労働者の範囲」等を指定するのである（同減施行規則第八条）。行政
官庁はこの申請によって与えられた与件の下で、それが「大部分」の要件に合致するかどうかを審査しうるに過ぎ
ない。どの地域をどの範囲で選択するかは申請者の決定するところである。従って、使用者代表小委員の非難する、
関東一円といった「労働者側に都合のよい地域だけをぬき出して拡張適用をねらう」地域を申請地域とすることは
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要産業地が全く除外されている状態では、その他の地域に協約上最低賃金のレベルが設定されたとしても、それは
、
真の横断的最賃形成という気運がそれらの地方にまだ熟していないという意味で本条の申請要件を充たしていな
い、という考え方ができないわけではないからである。従って、申請地域が関東一円というようにかなり広汎な地
域に及んでいる場合に、同業種の労働者が雇傭されている密度の相当伺い一定地域だけを特に除外するというよう
な申請や、飛び飛びの地域だけをとって単一の申請とすることは疑問であり、その意味で多数意見が「まとまり」
というのであれば首肯しうるところである。
しかしそのような特異ケースでない場合に、ある地域毎に労働協約にもとづく最低賃金が幾つも形成されるとい
うこと自体は、横断的統一最低賃金成立のための過渡的段階としては当り前の現象であるしへ本法がそれを認めな
い趣旨だとは考えられないから、本条による申請があった場合には、その他の地域の問題は一応別として、その選
定された地域についてのみ審議会は判断を加えればよいのであり、これを一般論のような形で制限するのは行き過
ぎ
と
い
う
べ
き
で
あ
る
。
要するに、この問題は結局、●申請地域の中で、本条の定める法定要件が充たされているかどうか、という観点か
ら
だ
け
考
え
れ
ば
よ
い
の
で
あ
っ
て
、
。
定
の
地
域
」
そ
の
も
の
の
抽
象
的
解
釈
に
捉
わ
れ
る
必
要
は
な
い
と
考
え
る
。
（１）．の地域」のとりかたについてはその広狭は関係がないとしながら、日本全国というような単位のとりかたは文言上
出来ないとみるのが東大労働法研究会「註釈労働組合法」（一六八頁）以来の通説の考え方である。菊池・林「労働組合法
一九一頁）、吾妻編「註解労働組合法」（三九四頁）。本条の「一定の地域」というのもそういう意味からは問題であろうが、
全繊同盟の本条にもとづく申請地域が全国となっている点については審議会では別に問題にしていない。
目「同種の労働者」
、
、
、
右のような一般論は、業種という観念が社会的に成立していないわが国では、同一企業内つま、ソ同一協約の適用
を受ける労働者は一様に「同種」の労働者とみられるから、現実に即した判断基準だと思われる。ところが、問題
は別の角度から生ずる。全繊同盟の申請では、適用労働者を化学繊維の製造に従事する者としながら、無機化学繊
維製造業のそれを申請から除外した。そこで両者は「同種」かそれとも「異種」の労働者かが問題となった。また
繊維労連関係では、国用機械製糸業関係を器械製糸業から除外しているので、これまた「同種の労働者」か否かと
いった問題が提起されたのである。使用者代表小委員は、グラスファイバーのような学問上、または諸外国の慣行上、
化学繊維に含まれている種類の無機化学繊維も出現している今日、無機化学繊維製造業にかかる労働者を「同種」
の労働者として含むべきだと主張した。これに対して小委員会の多数意見は、現状では常識的にみて無機化学繊維
はいわゆる化学繊維として観念されていないことなどを理由に、化学繊維製造業から無機化学繊維製造業を除外し
・
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小委員会では、一般論としては「申請に係る労働協約の定め、なかでも賃金の最低額に関する定めに基づいて判
断するほかない」という見解に全委員一致を見た。その意味するところは、本条に定める最低賃金の基礎となる編へ
き－または複数の協約の中で、締結当事者たる労使双方が協約適用の人的範囲を具体的にどのように定めている
かという点に、つまり労使の自主的判断によって決定された協約上の労働者の類型に応じて考えようという趣旨で
あ
ろ
う
。
ある。 「同種の労働者」がいかなる範囲の労働者を指すかということは、本条申請の構成要件としての労使の「大部分」
の認定、従って本条に基づいて決定されるべき最低賃金の適用される人的範囲の決定に重要な影響を及ぼすもので
協約適要労仇者と
労仇者よって「大部分」の認定を困難にし、最賃制の成立を阻止しよういう政策
同一業種の労仇者
的意思にもとづくものだと見られても致し方がないであろう。もしそれ、使用者側においてアウトサイダーからの
過当競争を防止するため最賃制を積極的に進めるべく「同種の労働者」の範囲を拡大したいという意図であれば、
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た同種の労働者に範囲を限定しても差しつかえないというものであった。
使用者側の論拠が技術論とすれば、多数意見は常識ないし慣行論であり、それぞれに理窟はあるが、この論議は
問題の把握のしかたを誤っているのではないかと思われる。本条の趣旨は、ある最低賃金に関する労働協約の適用
を受けている労働組合（又は使用者）がその同種の労働者にも協約所定の最低賃金を拡張適用させようということ
も
、
勺
、
であるから、「同種の労働者」の認定の範囲は、●申請者の拡張適用を意図する労働者に限定して考えれば十分なの
である。つまり、。定の地域内の事業場で使用される同種の労働者」は本条前段の場合たると後段の場合たると
そ
の
業
種
の
範
囲
に
つ
い
て
は
差
異
が
あ
る
べ
き
で
は
な
い
。
し
か
も
本
条
の
趣
旨
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、
九
、
一
○
条
の
場
合
と
違
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て
、
と
も
か
く
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一異があるべきではない。しかも本条の趣旨が、九、一○条の場合と違って、ともかく
協約を締結した組合の意思を尊重して、申請者の意図する範囲の業種の労
働
者
に
協
約
所
定
の
最
低
賃
金
を
拡
張
適
用
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
を
考
え
申
請
に
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る
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合
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せ
る
と
、
本
条
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る
同
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の
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、
当
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の
（１） 
労幼者然、申雲雨にかかる業種の労働者をその対象と考えればよいのではないかと
思われる（上図参照）。
「同種の労働者」の範囲を申請当事者が意図しないばかりか、明示的に
拡張適用除外している種類の労働者を無理に含ませようとすることは、そのことに
溌蕊蕊辮i蕊蕊蕊蕊蕊 i繊繊 露 蕊哺.....鰐
自ら申請の当事者となればよいのである。
結局、この問題は、さきにのべた小委員会の一般論をきびしく貫徹させることによって解決すべきものである。
すなわち、当該労働協約（特に最低賃金に関する協定）における労使の合意が、いかなる範囲の職場の労働者をその適
、
、
℃
用を受けるものとして予定しているかという観点から判断し、もし－の化学繊維企業（本条はある地域内の事業場を単
位としているから、企業が当該申調地域の外にも事業場をもつ場合はその事業場は考慮の外におかれるべきである。）の中で、
無機化学繊維の生産をも兼ねている企業がある場合、そこで締結された労使間の協約が特に無機化学系労働者につ
いてその適用を除外しているときは、両種の労働者が技術的立場からみて同種であると否とにかかわらず、後者は
そもそも申請の対象とならないとみるべきである。申請により決定した最低賃金を拡張適用する場合も同じであっ
て、申請の場合には除外された職種の労働者が本条による拡張適用の際だけ「同種の労働者」として適用の対象と
なると解することはできない。ただし、問題は複数の協約の場合（賃金の最低額について実質的に内容を同じくす
る定を含む二以上の労働協約）に生ずる。たとえば、Ａ事業場では協約上、無機化学系の職種の労働者について適
用を外しているが、Ｂ事業場ではこれを含めた最低賃金協定を定めており、しかもその額はＡＢ協約ともに実質的
に同じだというケースである。この場合は、もしＢ事業場における線で申請がなされるについては、Ａ事業場にお
（２） 
ける組合の合意を必要とすると解しなければなるまい。そしてＡ事業場においてその』曰の同意が得られた以上は、
無機化学系労働者が技術的理由から「同種の労働者」でないとしても、最低賃金審議会の判断だけでこれを除外す
ることは不当というべきである。
次に「同種」の労働者かどうかが最も問題となる具体的ケースはいわめる「臨時労働者」の取扱いである。小委
最低賃金法第一一条について
二
七
三
最低賃金法第一一条について
二
七
四
員会もこの問題をめぐってかなり紛糾したようであるｐそこにおいて、労働者代表小委員は、臨時労働者のうち常
用労働者と同種の作業を行なっている者は、常用労働者と同種の労働者とみるべきであると主張するのに対し、使
用者代表小委員は、そのように解することは、申請の基礎となっている労働協約が、臨時労働者を適用対象から除
外しているという事実を無視するものだと反論する。公益代表小委員は、「臨時労働者のうち、常用労働者と同一
内容の作業を常時継続的に行なっているものは、常用労働者と同種の労働者とみるべきであるという労働者代表小
委員の意見は原則論としては理解できるところである。しかし、この原則論を認めるとしても、臨時労働者の問題
はその影響するところきわめて大きく、かつ、それらの臨時労働者を含める最低賃金を決定する場合においては、
職種などの客観的基準によって臨時労働者のうち常用労働者と同一内容の作業を常時継続的に行なうものと、そう
でないものとを区別する必要が生ずるが、これを区別する前提となる体制が現在のところ整っていないので、その
取扱いについては慎重を期し、最低賃金の適用対象は常用労働者に限定することが適当である。」という見解を示
している。
右三者の見解の当否を考える場合にまず留意すべきことは、労使のそれぞれの主張が必ずしも同一次元で論じら
れていないということである。常用労働者と同種の作業を行なっている臨時労働者は事実上常用労働者と同種の労
働者ではないか、という労働者の主張は、それ自体としては正論である。しかし他面、使用者代表小委員が、申請
にかかる労働協約において、現実に当事者が臨時労働者を適用から除外している事実を指摘し、その点から臨時労
働者への本条による拡張適用の余地なきものと主張している点は本条の解釈として正しい。この主張は、使用者側
がかりに労働者側の主張する臨時労働者は常用労働者と同種だという解釈を受け入れたとしてもなおかつ成立つの
鷲であって、そこにわれわれはこの問題についての労使双方の論点の喰い違いを見出すのである。
公益代表小委員の見解は、少くとも報告書に見られる限りでは、労使の主張の対立点がどこにあるかを見出すこ
とができず、抽象的臨時工論議に堕してしまい、その結果、理論的根拠の乏しい政策的妥協論を打ち出してしまつ
、
、
たというほかない。それは労働者側の意見を「原則論としては理解できる」という。その場合の原則とは何の原則
か。恐らく、この場合、原則論というのは、これまでしばしば問題となった労組法第一七条および第一八条におけ
る「同種の労働者」と臨時工との関係を念頭においているものと思われる。
労組法第一七条の場合は剛本条と比べて「常時使用される」という条件が加重されるけれども、協約の適用を受
ける組合員たる労働者（本工）と作業の態様ないし職種を同じくする労働者（臨時工）は、その雇用期間が特定してい
（３） 
る
と
否
と
に
関
係
な
し
に
同
条
に
い
う
「
同
種
の
労
働
者
」
と
み
な
す
べ
き
だ
、
と
い
う
考
え
方
が
有
力
で
あ
る
し
、
判
例
に
も
こ
れ
（４） 
を
肯
定
し
た
も
の
が
あ
る
と
こ
ろ
か
ら
、
「
常
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工
化
し
た
臨
時
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」
を
本
工
と
認
む
く
し
と
す
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方
を
一
般
に
「
原
則
論
」
と
呼ぶことはあながち不当ではない。しかし、それはあくまで、労組法における労働協約の一般的拘束力制度を前提
にした場合の原則論ということであって、本条の構成要件を考える場合に直ちに、「同種の労働者」とは臨時労働
者を含むと解釈してしまうことはできないのである。そもそも、労組法の一般的拘束力制度の下においても、本工
組合が明かに臨時工への拡張適用を欲していない場合に、果して一七条による強行適用を認むくきかどうかは一つ
（５） 
の問題なのである。つまり、臨時工がその作業態様や職種の近似性から本工と「同種の」労働者とみらるべきだと
しても、なおかつ、本工の組合の団結権との関係で拡張適用を疑問視される場合が生じてくる。たとえば、本工組
合がその締結した協約の中で明示的にその適用を本工に限っているような場合である。そういう場合でも、なお、
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労組法第一七条は臨時工の保護のために強行的に勘らくとする考え方と、これを否定する考え方が対立している。
このように、労組法上の「同種の」労働者の範囲については、それに固有な問題が含まれるのであって、そこにお
（
６
）
・
ける解釈をそのまま本条に持ちこむことはできない。本条の場合には、由‐請者たる組合が、白［の意思で協約の拡張
適用を企図するのであるから、その団結ないし、組合自主性の侵害という問題は生じない。しかし、自らの意思に
基く申請であるだけに、拡張適用さる熱へき労働者の範囲もまた自らの意思で決定しなければならないのである。
筆者はここで、本条の解釈上、臨時工は本工と「同種の」労働者でないと解釈すべきだ、などといっているのでは
ない。そうではなくて、組合が最初からその者の適用を除外している協約に基いて申請をしている以上、除外者に
は拡張適用の余地がないということである。これを逆にいえば、もし組合が使用者と協約を締結するに際して、臨時
工を除外せず、これに適用が及ぶこととし（最低賃金に関する条項だけでもよい〉、この協約を基にして臨時工を含め
た最低賃金をもってアウトサイダーによる過当競争を防止すべく申請をすれば（複数協約の場合はそれぞれの労使の合
意を積み上げる努力を要する）、「原則論」に頼ったり、常用工化した臨時工とそうでない臨時工を「区別する前提と
なる体制」（多数意見）など整っていなくても、「同種の」労働者とみて差支えないということである。この点、さ
きに述べた無機化学繊維製造業に係る労働者のケースと理論的考察において何等変るところはないのである。
（１）全繊同盟では最初の申謂時には無機化学繊維製造業を適用を受けるべき労働者に入れていたが、再提出した申請の際に
全
面
的
に
除
外
し
た
。
（２）申請組合としては、たとえば無機化学関係労働者を含めるかどうかを決定するにあたっては、それを含めた場合に、「大
部
分
」
の
認
定
に
ど
の
よ
う
な
影
響
を
与
え
る
か
と
い
う
こ
と
を
よ
く
比
較
検
討
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。
（３）常用エ化した臨時工を本エと同種の労働者とみなす学説の問でも、その根拠とするところは若干の一二アンスの差があ
蕊
斫Ｊ■ 蝋繍辮繍牌 燃職
Jﾛﾛ舐■■ロ
ボ
目「使用者」の資格と計算単位としての「使用者」
本条で「使用者」または「労働者」という場合は、それぞれ労基法一○条または九条に規定するところに従う
最
低
賃
金
法
第
一
一
条
に
つ
い
て
二
七
七
吾妻前掲註解三八○頁。
（
６
）
労
組
法
第
一
七
条
に
』
るが大むね作業内容ないし態様の同一性という点にこれを求めている。菊地・林前掲書一八六頁、峯村・臨時工六四・五頁。
横井「労働協約の一般的拘束力」労働法講座四巻一○二六頁へ正田、「労働組合法第一七条論」法学四号四八九頁。職穂観念
の乏しいわが国の事情の下では、他に特別の事情が存しない限り、同一のエ場、事業場に勤務している者を同種の労働者と
解
す
べ
き
だ
と
い
う
立
場
か
ら
こ
れ
を
肯
定
す
る
見
方
と
し
て
は
有
泉
・
氏
原
「
臨
時
工
と
協
約
の
一
般
的
拘
束
力
」
季
労
一
号
一
二
五
頁
。
こ
れ
に
対
し
て
臨
時
工
へ
の
拡
張
適
用
が
、
使
用
者
に
と
っ
て
は
も
と
よ
り
組
合
に
と
っ
て
も
思
わ
ざ
る
結
果
を
来
ず
こ
と
が
あ
る
と
い
う
理
由
で
こ
れ
を
否
定
す
る
立
場
が
あ
る
。
吾
妻
「
労
働
法
」
二
七
○
・
一
頁
、
同
編
註
解
労
働
組
合
法
三
八
○
頁
以
下
。
（４）日本油脂王子エ場事件昭和二四・一○・二六東京地裁決定がそれである。決定要旨は、当該の労働協約ではその適用を
受
け
る
労
働
者
の
範
囲
を
限
定
し
て
い
な
い
か
ら
、
労
働
者
の
職
種
は
と
く
に
考
慮
す
る
必
要
が
な
い
と
し
て
、
も
っ
ぱ
ら
作
業
内
容
の
同
一
性
に
着
眼
し
て
、
臨
時
工
の
な
か
に
は
技
術
エ
も
あ
り
、
ま
た
本
工
と
臨
時
エ
と
が
一
組
と
な
っ
て
、
ま
た
は
相
互
に
補
助
し
あ
っ
て
作
業
を
行
っ
て
い
る
事
実
、
つ
ま
り
臨
時
工
が
本
工
と
と
も
に
「
全
体
と
し
て
有
機
的
一
体
を
な
す
経
営
の
常
態
的
作
業
活
動
の
一
環
を
構
成
」
し
て
い
る
と
いう判断から「同種の」労働者と認定している。判例としては今のところこの一件である。なお播磨造船臭ドック事件昭和
二
四
六
・
一
五
広
島
地
裁
臭
支
部
判
決
は
事
案
の
臨
時
工
が
「
常
時
使
用
さ
れ
る
」
労
働
者
で
な
い
と
い
う
点
で
「
同
種
の
」
労
働
者
で
な
い
と
し
て
拡
張
適
用
を
否
認
し
て
い
る
。
（５）この立場をもっと進めると、その理由から臨時エを本エと同種の労働者として扱うぺきではないという考え方となる。
）
）
労
組
法
第
一
七
条
に
お
け
る
臨
時
エ
ヘ
の
一
般
的
拘
束
力
と
本
条
に
お
け
る
臨
時
エ
ヘ
の
拡
張
適
用
と
の
関
係
を
ど
う
考
え
た
ら
よ
い
で
あ
ろうか。あるエ場事業場で臨時エが本エと同種の労働者と認められて一七条により協約の拡張適用を受けることになると、
それらの労働者は当然本条にいう「労働協約の適用を受ける場合」に該当する。しかし本条の申謂が複数の協約を基礎とす
る
場
合
は
そ
の
中
の
協
約
臨
時
工
の
適
用
を
最
初
か
ら
除
外
し
て
い
る
場
合
が
あ
り
う
る
。
こ
の
場
合
は
臨
時
工
を
含
め
た
申
請
の
条
件
が
傭
っ
て
い
な
い
と
み
る
ほ
か
な
い
。
｣T■■■■ﾛ■ 
最低賃金法第二条について
二七八
（二条・１）。ただし、使用者が法令により特定の資格を要請される場合、この資格を備えない使用者は本条の「使
用者」といえるであろうか。これを本件の申請についてみれば、繊維工業設備臨時措置法第一一条第三項により通産
省の登録を受けたものでなければ化学繊維の製造事業を認められないところから、全繊同盟の申請に含まれる一社
が
た
ま
た
ま
仮
登
録
の
状
態
の
た
め
、
本
条
に
い
わ
ゆ
る
「
使
用
者
」
と
み
る
べ
き
か
ど
う
か
と
い
う
点
が
問
題
に
な
っ
た
も
の
で
あ
る。小委員会では、仮登録の状態では法津上化学繊維の製造を行なうことができないということから、これを化学
繊維製造業を営む使用者に含めるべきでないというのが多数意見であった。
この場合、問題の会社が未登録のため現実に労働者を使用して生産をしていないのなら問題はない。しかし、仮登
録という法律上違法の状態でも現実に操業していれば、その使用者は右違法を理由に使用者としての責任を免れる
ことはできず、労基法その他労働関係法の適用を見ること一般の使用者と変りがないといわねばならない。つまり、
それらは、「人を使用すること」に伴う使用者責任であるから、使用者側における何らかの行政取締法規違反を理由
として、その行為の無効を主張することが許されないのである。この点で、使用者代表小委員が少数意見として「現
実に、労働者を使用している以上、労働実態を重視する労働法の建て前上、仮登録の会社についても、これを使用
者とみる」べきであると主張したのは正しい。ただし、本件では、問題の使用者が「使用者」として認められるかどう
か、ということが単に「大部分」の計算に入るかどうかという点に関連するにすぎないところからみると、小委員会
のこの問題のとり上げ方にはいささか疑問を感ずる。要するに、ある使用が「大部分」に含まれるかどうかの認定を
なすについては、当該使用者が本条所定の協約の適用下にあるかどうかによって判断すればそれで十分なのである。
次に「これを使用する使用者」を「事業場単位」とするか「企業」単位とするかが、「大部分」の認定を行なう場合
小委員会は、一般論としては、使用者としての権利能力の主体は、事業主（法人の場合はその法人）以外にはあ
りえないので、使用者とは事業主（すなわち企業）と解することに意見一致を見たという。法津行為の主体いかん
という観点からは砿にそのとおりであり、また通常の場合、同一会社内の事業場ではほとんど同一の協約が締結適
用されているから、そう解するほうが実情に合うであろう。しかし、組織のあり方によっては必ずしもそうでないケ
ースもありうるし、他の労働法規との統一解釈上、多数意見の考え方は多少ラフではないかと思われるｐ
たとえば、労組法第一七条を見よう。同条は．の工場事業場」単位に労働協約の適用および拡張を考察すると
いう前提がとられている。そしてこの場合にも、わが国の企業別組合の現状に照して、法の文言にかかわらず、一
の企業ないし会社を単位として、本条にもとづく協約の拡張適用を認めることができるのではないかという主張が
ある。もし、小委員会の立場に立つとすれば、この場合も肯定の解答となるであろう。しかし、それは一七条の文
（１） 
一一一戸からみて余りにも拡張解釈にすぎるし、学説も一般に否定的である。その他、労基法第九○条の手続に従って作
（２） 
、
‐
、
、
、
．
、
、
、
成すべき使用者の就業規則制定義務も各事業場毎に要請される》」と等の関係からみると、本条の「これを使用する
最
低
賃
金
法
第
一
一
条
に
つ
い
て
二
七
九
と
に
な
る
。
の計算の仕方に関して問題となる。本法が「事業場」の明確な定義をしていないことから生ずるものである。たと
えば、一定地域内のＡ企業がａｂｃ数事業場をもっているが、同種の労働者を使用してこれとの間に協約を結んで
いる事業場はｂだけだという場合、「事業場」単位にとれば、ａおよびｃ事業場Ⅱ使用者は計算上アウトサイダー
に含まれることになるが、「企業」単位でみれば、ｂ事業場の労働者を雇用しているという事実だけでＡ企業そのも
のが「使用者」となり、ａｃ事業場主としての「使用者」はその中に包摂されてアウトサイダーではないというこ
ｌ
「
Ｉ
ｌｕ 
最低賃金法第一一条について
二
八
○
、
、
、
、
使用者を」「一定の地域内の事業場で使用される労働者」の使用者というように事業場単位に考えるァ」とが文理解
釈としてむしろ自然ではないかと思われる。またそのように解しても、拡張適用さるべき労働者の範囲は申請にお
いて組合側が指定するのだから大きな支障はないであろう。
（１）問題は次のような形で生ずる。ある企業がＡＢ二つの工場事業場をもっていたとする。組合はＡＢ両エ場の従業員を合
わせて企業を単位として単一叉は運合体の組合が結成されるのが普通である。そしてこの企業別組合と会社との間に労働協
約
が
締
結
さ
れ
て
い
る
と
い
う
場
合
、
Ａ
工
場
で
は
組
合
員
た
る
被
用
者
が
そ
の
エ
場
の
被
用
者
総
数
の
六
分
の
五
以
上
を
占
め
て
い
る
の
に
対
し、Ｂ工場では三分の二を占めているにすぎない。しかし会社全体としては組合員が被用者総数の四分の一一一以上を占めると
い
う
と
き
、
「
エ
場
事
業
場
」
単
位
で
見
れ
ば
エ
場
で
は
拡
張
適
用
を
認
め
る
こ
と
が
で
き
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
会
社
単
位
で
み
る
と
拡
張
適
用
が
認
め
ら
れ
、
Ｂ
工
場
の
非
組
合
員
に
も
本
条
に
よ
る
拡
張
適
用
が
生
ず
る
こ
と
に
な
る
。
前
説
つ
ま
り
杏
定
説
と
し
て
は
東
大
労
働
法
研
究
会
「
前
掲
書
」
六
○
頁
、
峯
村
「
労
働
協
約
と
就
業
規
則
」
一
五
一
、
一
五
四
頁
、
正
田
「
前
掲
書
」
四
五
頁
、
吾
妻
編
「
註
解
労
働
組
合
法」一一一六四頁、等の外、通牒（昭二九・四・七労発一二号）もこの立場に立つ。肯定説としては菊池、林「前掲書」一八
二頁が挙げられるが、そこでも両工場の作業憩様や労働条件の差異如何によって企業全体を「一のエ場事業場」と認められ
ない場合があることを指摘している。横井「前掲書」は主として一企業内に第一、第二組合が併存する場合についてである
が
、
適
用
労
働
協
約
の
数
と
の
関
連
で
、
折
衷
説
を
主
張
し
て
い
る
二
○
一
九
頁
）
。
い
づ
れ
に
し
て
も
使
用
者
の
法
的
主
体
と
い
う
点
か
ら
事業場Ⅱ企業と考える立場はまづないといってよい。
、
、
、
、
、
Ｌ
（２）労基法は使用者に各事業場毎に就業規則を作成しなければならないことを明示的に命じてはいない。しかし第九○条の
作
成
の
手
続
き
が
事
業
場
毎
に
規
定
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
か
ら
い
っ
て
当
然
と
い
う
べ
き
で
あ
る
。
同
八
九
条
が
「
常
時
十
人
以
上
の
労
働
者
を
使用する使用者」に作成届出の義務を課しているところから、その十人という認定は企業を単位とした労働者数にｋるぺき
だという考え方（たとえば吾妻編註解労働基準法八○四頁）とこれを否定する考え方（たとえば松岡「条解下」九九五頁〉
があるが、それは作成届出の法的義務の生ずる人的範囲の問題であり、いづれにしても就業規則が事業場毎に作成さるべき
があるが、それは作成届出〔
こととは直接に関係がない。
瀞 鰯 蝋
Ⅱ 
;Yｊ 
㈲
「
大
部
分
」
の
比
率
本条は最低賃金に関する協約の適用を受けている労使のグループと、これを受けていないグループとの比率に重
点をおき、前者が後者の大部分を占める状態にあると認められれば、前者の協約の賃率を後者に拡張適用するとい
う趣旨であるから、「大部分」の基準如何はきわめて重要な問題である。「大部分」という表現は、本法第一○条お
よび労組法第一八条にも出てくるが、労組法第一○条二または第一七条の「四分の一一一以上の多数」、同第五条一一、
第七条一または労基法第三六条等にみられる「過半数」に比してきわめて漠然としているので、一見、行政官庁の
裁量によりその基準を如何ようにでも定め得るかに見える。ちなみに、基準局例規は「一般には、四分の三程度と
考えられるが、形式的には四分の三と解すべきでなく、それぞれ当該業種職種地域の実態に応じ最低賃金審議会の
意見により判断する」（三四・九・一六労基発二四）としており、中央最低賃金審議会では、今回の申請について「四
分の三程度」と解することに意見の一致をみている（第四回会議）。
「大部分」をどのような数的比率に照して考慮するかについては、すでに先に挙げた労組法第一八条について運
用の経験がもたれている。即ち、同条による拡張適用の認定に際しては、大体七○％以上が認められ、六六％強の
場合は否定されている。ところで同条の場合、何故、過半数程度で足りず、むしろ四分の三程度の比率を要すべき
ものと解されているかについては、それ相当の理由がある。同条によれば、一定地域の同種の労働者の大部分が、
｜の労働協約の適用を受けるに至ったという事情だけで拡張適用申立の法定要件は充足され、しかも申立は協約の
一方当事者だけでよい。そして、拡張されるのは協約の内容のすべてに亘る。労働協約はぼんらい、労働者がその
、
、
、
団結を通じて自主的に労働条件を統一し、使用者と協定してその確保をはかるという性格のものであるから、協約
最
低
賃
金
法
第
一
一
条
に
つ
い
て
二八一
一
最
低
賃
金
法
第
一
一
条
に
つ
い
て
二
八
二
当事者の｛曰主的意思をできる限り尊重するという建前からいえば、その意に反して安易にこれを未組織労働者に拡
張適用するという態度は避けられねばならない。いくら「同種の労働者」だからといっても、それぞれの労働者の労
、
、
、
、
、
、
使関係にはニュアンスがあるから、拡張適用さる銅へき協約の内容が複雑なほど、これら労働者の意に沿わない拡張
適用の可能性が出てくるわけである。このような観点から、立法は「過半数」という基準を用いずしかも「大部分」
の比率の解釈をかなり高いところにおいているものと思われる。
労組法第一八条における右のような事情に照して本条の場合を考えてみよう。労組法第一七、一八条は未組織労
働者にも協約の効果を拡張してこれらの者を保護する制度であるが、そのねらいは第一次的には、組織労働者の団
結の維持強化にあるといわねばならない。他の労働者の拡張適用による保護はむしろその手段というべきである。
最賃法の場合はこれとは逆に、主として零細企業の労働者の最低賃金による保護がその直接のねらいである。法は
「業者間協定」というような特異な制度に訴えてでもその保護をはかろうとするのである。本条で労働協約の拡張
適用による最低賃金の制定を定めているのも、一般労働者の最低賃金の向上確保を図らんがための一つの手段であ
る。従って、そこでは労組法第一八条と違って、協約内容一般の拡張適用ではなく、最低賃金に関する定めだけが
その対象となる。さきに協約の拡張適用が協約当事者たる組合の意思ないし自主性に反することがあると指摘した
のは、それが協約の内容全部に亘る拡張適用だからである。標準賃金ならばとも角、最低賃金に関する定めが拡張
適用されたとしても、それが当該組合の意思に反するというケースはほとんど考えられないところである。また、
使用者側にとっても合理的な最賃制の設定を通じて過当競争を防止する効果を期待することができる。
右のような観点に立って考察すれば、労組法第一八条における「大部分」の基準が四分の三に近いように厳密に
繊維労連の場合(関東一円）〆雪|鰯H螺1難
全繊同盟化繊部会の場合(全国）董
|灘(!i蕊|雛i繊蕊lliPIWij篭蕊譲llL蕪
②
「
賃
金
の
最
低
額
に
関
す
る
定
め
」
最賃法第二条は、労使の大部分が「賃金の最低額に関する定めを含む一の労働協約」または「賃金の最低額に
ついて実質的に内容を同じくする定を含む一一以上の労働協約」の適用を受けていることを申請の要件とする。そこ
（１） 
で具体的に申請がなされた場合、審議〈言は、果して労使間にそのような労働協約が存在するかどうかを認定しなけ
最低賃金法第一一条について
二八一一一
小委員会では、一般論としてはこれを否定するが、「関係労働者の賃金が初任給の額を下廻ることのないことが
協約上保障されている場合には、これを賃金の最低額に関する定めとみなして差しつかえない」という多数意見に
対し、「賃金の最低額に関する定め」とは単なる初任給協定をさすものではなく、法的強制力をもつ最低賃金の基
礎とすることが予定された定めをさすものと解すべきであるとする使用者代表小委員の見解が対立する。右にいう
「予定された」の意味はよく分らないが、それが、本条の申請の基礎となる協約の締結に当っては、労使の当事者
はすべてそれが本法本条による最賃制の基礎となるべきことを予め予定していることを要する、という意味だとし
たならば、わが国現在の協約締結の現状からみて不当な解釈というほかない。労働協約締結の主たる目的は内容自
体にあるのであって、その拡張適用を予測するというのは、協約当事者に難きを強いるものだからである。
さて、協約の初任給に関する協定は果して最低賃金に関する協定といえないであろうか。この場合、わが国にお
ける初任給協定の意義を考えてみる必要がある。
わが国の協約で最低賃金に関する協定といわれるもののほとんどは、実は初任給に関する協定の形態をとってい
る。例えば、中（高）卒採用時の最低賃金何円という形であり、年令別のそれを定めた場合にも、何才何円を最低初
任給とするという形態をとっている。画期的な横断最低賃金をかちとったといわれる三六年秋の全繊争議でも、一
最低賃金法第一一条について
二
八
四
れぱならない。ところで、これらの申請の基礎となっている協約のうちに、「最低賃金を何円とする」という協定
でなしに「初任給を何円とする」という協定が含まれている場合、これを法文の賃金の「最低額に関する定め」と
みなしうるかが問題となる。ただしこの問題は法の規定の解釈というよりも、むしろ、協約の実態と当事者の意思
解
釈
の
問
題
と
い
う
べ
き
で
あ
ろ
う
。
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とみなければならない。
五才初任給八千五百円、一八才初任給一万円という具合に初任給による最低賃金の方式を脱していない。しかし、初
任給というものは、わが国では、その者が企業に従業員として雇用された時のスタートの賃金であり、以後、主とし
て勤続年数に応じ、かつ、勤続年数を考慮した能率算定によって上昇していくことを予定された賃金である。そし
て、このような一般的慣行を全く無視して、純粋に技能別あるいは職種別に最低賃金を定めることは、使用者の方で
一方的に決定するのならば別だが、少くとも協約の形式をとる限り、今日のところまづ不可能に近いといってよい。
初任給の協定は最低賃金の協定ではないという主張の根拠は、初任給を定めてもそれ以後賃金はそれ以下に下落
することがあり得るというプロバビリティーにあると思われるが、以上にのべた実態的考察からいって、そのよう
なことは現実にはほとんど起り得ない現象だとみなければならない。もちろん、協約において実質的にも形式的に
も
、
、
、
（２） 
屯最低賃金協定を締結することは望ましいことであるし、初任給協定であっても、申請者たる組合としては協約当
事者たる使用者からそれが最低賃金としての機能をもつことの確認書を得ておくことが万全の策であるが、それが
なくても、協約当事者に締結当時特に反対の意思がなかった以上、これを肯定すべきものと考える。もし使用者が
初任給協定をそういう趣旨でないというのなら、その旨の明示の意思表示が協約締結に際してあったことを要する
（１）本条に定める「労働協約」とは労組法第一四条に規定する法的要件を完備することを要するであろうか。労働法の統一的
解釈の必要からいって肯定すべきものと考える。すなわち、書面に作成され、労使両当事者が署名または記名押印した協約
に
つ
い
て
の
み
本
条
に
よ
る
申
請
が
認
め
ら
る
べ
き
で
あ
る
。
当
事
者
た
る
労
働
組
合
の
資
格
に
つ
い
て
も
、
そ
れ
が
労
組
法
上
の
い
わ
ゆ
る
無
資格組合の場合問題となる。第五条二項に定める必要的記載事項を欠くに止まる場合は別に協約能力を否定するに当らない
から問題はないであろう。対使用者との関係で第二条本文に定める要件を欠く「非自主的」組合の場合は労働組合としての
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）
こ
の
点
、
従
来
の
初
任
給
協
定
を
最
低
賃
金
協
定
と
確
信
し
て
、
そ
れ
以
下
に
下
り
得
る
と
い
う
可
能
性
に
備
え
た
協
定
の
し
か
た
を
し
て
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な
か
っ
た
組
合
運
動
の
「
ズ
サ
ン
な
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」
に
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省
が
加
え
ら
れ
て
い
る
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島
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治
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維
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連
）
「
最
賃
法
一
一
条
適
用
斗
争
に
お
け
る
若
干
の諸問題」（賃金と社会保障二二○号）。
㈹「賃金の最低額について実質的に内容を同じくする定めを含む二以上の労働協約」
ここでの解釈上の難点は「実質的に」の意味の不明確さにある。現実には、賃金の最低額を異にする複数の協約
がある場合、これらの額のうち最低のものを●申請金額としたとき、申請金額以上を規定する協約はすべて、この中
に含まれるとみてよいかという問題となって現われる。Ａ協約の最低日額が二六○円、Ｂ協約のそれが一一五○円の
場合、申請が二五○円の線でなされたケースを考えればよい。｜定地域内の事業場で使用される同種の労働者およ
びこれを使用する使用者の「大部分」が労働協約による最低賃金の適用下にあるかどうかの認定は、Ａ協約とＢ協
約の双方を最低賃金に関するかぎり実質的に同一とみるか否かによって大きく左右されること｜一一一口うをまたない。
小委員会の多数意見は、日額一一六○円という協約は、日額二五○円以上の支払を保障するという要件をみたして
いる、換一一一一口すれば、日額一一六○円という協約には当然、日額一一五○円以上という協約が潜在しているとみなすこと
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そ
の
も
の
に
疑
問
が
あ
る
の
だ
か
ら
、
そ
の
協
約
能
力
は
原
則
と
し
て
否
定
さ
る
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き
で
あ
ろ
う
。
た
だ
し
同
条
第
一
号
ま
た
は
第
二
号
に
、
、
「
、
規定される自主性侵害のおそれのある要素をかかえた組合の場合は、反対説（東大労働法研「前掲書」一一二七頁、菊池・林
「前掲書」二五七頁）もあるが、それだけで直ちにその組合の協約能力まで否定する必要はないと考える（同旨吾妻「註解
労働組合法一一一一七頁）、なお、協約は労組法上最高存続期間（一一一年）が法定されており、また、期間内でもその性質上変動
、
、
消
滅
の
可
能
性
を
含
ん
で
い
る
。
し
か
し
労
組
法
一
八
条
の
地
域
的
拡
張
の
場
合
と
違
っ
て
、
本
条
は
、
申
請
時
点
に
お
け
る
協
約
存
在
と
い
う
、
、
事
実
を
も
っ
て
最
賃
「
決
定
」
の
要
件
と
す
る
も
の
で
あ
る
か
ら
、
決
定
後
の
協
約
の
変
更
、
消
滅
は
決
定
さ
れ
た
最
低
賃
金
の
運
命
に
直
接
関
係
し
な
い
。
本
法
第
一
八
条
は
こ
の
こ
と
を
明
示
的
に
宣
言
し
た
も
の
で
あ
る
。
た
だ
し
こ
れ
を
立
法
論
上
疑
問
と
す
る
立
場
（
西
村
外
労
働
基
翠
法
論
五
三
九
頁
）
が
あ
る
。
蕊甦 蝿 蕊霧蕊蕊蕊蕊蕊蕊溌蕊蕊瀧.騨二Ｌﾛﾛﾆﾆ
ができる、という理由にもとずき「実質的に内容を同じくする定めを含む協約」とみなすことができるとするのに対
して、使用者側小委員は、日額一一六○円という協約は、日額二六○円未満の支払を認めない趣旨のものであるから、
▽
も
。
日額一一五○円という協約とは実質を異にすると反対している。
そもそも本条が「賃金の最低額に関する定を含む一の労働協約の適用を受ける場合」に限らず、「賃金の最低額
について実質的に内容を同じくする定を含む一一以上の労働協約」の適用を受ける場合にも単一の最低賃金の申請を
可能だとしたのはいかなる理由によるものであろうか。恐らく、わが国の組合のほとんどが企業別に組織され、従
って協約も企業別に締結されている現状からいって、企業内の諸事情の反映され易いこれら協約に伴う特有の解釈
上の困難さを考慮し、少しでも「大部分」の認定を容易にして、本条による最賃決定を推進するため、それぞれの
協
約
に
多
少
の
表
現
上
の
差
異
は
あ
っ
て
も
、
実
質
的
に
内
容
の
同
じ
と
み
ら
れ
る
協
約
に
つ
い
て
は
二
の
労
働
協
約
」
の
場
合
に
準じて考えようという立法趣旨に出、たものと思われる。
このような措置が立法政策として当を得たものかどうかは㈹に論ずるとして、もし立法趣旨が筆者の理解すると
おりだとすれば、使用者側小委員が主張するように？それぞれの協約における最低賃金額に些かの差異でもあれ
ば、それは実質的に全く相異なる協約として本条による申請を禁ずるものだと解することは当を得ない解釈といわ
ねばならない。本条が「賃金の最低額の等しい二以上の協約」とまではいっていない点に留意する必要がある。
しかし他面、労働協約は当事者たる労使の間で自主的に締結される性格のものである点からみると、最低賃金額
、
、
、
Ｌ
、
、
、
Ｊ
、
、
について全く相異なる一一つの協約をもって、当事者の協約意思を全く顧みるシ」ともなく、Ａ協約にはＢ協約が潜在
しているとみなすことによって、実質的に同じものだとみてしまうことは、その認定者が行政官庁であるだけに問
最
低
賃
金
法
第
一
一
条
に
つ
い
て
二
八
七
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結局、多数意見も、使用者側代表の少数意見もこの点については多分に形式論理に走りすぎた感がある。私は、
｜
、
、
、
ある最低賃金額が、一定地域の一定業種の労使の大部分に適用されているかどうかの認定上の必要という観点だけ
（１） 
からいえば、それぞれの協約の最低賃金額の格差の大小によって実質的に内容を同じくするかどうかを判断すれば
よいと考える。僅少の格差をもってなおかつ、「大部分」の認定に算入されることについて反対をする使用者また
は組合は、客観的には、本条による最賃制の成立を故意に阻止する意図で行動しているとみなされてもやむを得な
いであろう。そしてかかる場合には、行政官庁による裁量的認定が許容されて然る傘へきだと考えられる。
（
１
）
問
題
は
協
約
の
中
で
賃
金
と
他
の
労
働
条
件
特
に
労
働
時
間
と
が
組
み
合
わ
さ
れ
て
い
る
場
合
に
生
ず
る
。
た
と
え
ば
Ａ
協
約
で
は
八
時
間
で
二
六
○
円
、
Ｂ
協
約
で
は
七
時
間
で
二
五
○
円
と
な
っ
て
い
る
場
合
、
両
協
約
の
賃
金
の
比
較
が
可
能
か
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
と
い
う
の
は
、
Ｂ
協
約
に
お
け
る
七
時
間
労
働
が
文
字
通
り
最
高
の
労
働
時
間
を
規
定
し
た
と
い
う
場
合
に
は
、
こ
れ
を
賃
金
計
算
上
八
時
間
労
働
に
換
算
す
る
こ
と
が
無
意
味
だ
か
ら
で
あ
る
。
も
っ
と
も
、
わ
が
国
の
現
状
で
は
残
業
を
す
る
こ
と
が
ほ
と
ん
ど
常
態
に
な
っ
て
い
る
の
で
、
右
の
よ
う
な最低賃金の決め方も換算によって他と比較することが特に難しいとは思われない。
㈹「当該労働協約の当事者の全部の合意」
本条による申請は、本条前段の構成要件が充たされ、かつ「当該」労働協約の当事者である労働組合（又は使用
者）の全部の合意があった場合に認められる。組合側の申請について別に協約の相手方たる使用者の合意が必要で
ないこともちろんである。そこで、申請の基礎となっている協約が単数ならば問題は起らない。単数の協約の適用
を受けている組合が幾つかあって、そのうちの一つが申請に合意しなければ、本条による申請は不可能であるが、
そういう事態はまづ起り得ないであろう。
題である。
最低賃金法第一一条について
二
八
八
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、
、
問題は本法が㈹で述調へたように、本条前段において一の協約の普及のみでなく、これと実質的に内容を同じくす
る複数の協約の場合を含めて本条による申請の構成要件の緩和をはかったところから生ずる。すなわち、Ａ協約の
当事者労組ａｂｃは全員申請に合意しているが、Ｂ協約ではＡ協約に定める申請最低賃金額より高い金額を定めて
おり、その当事者労組ｄは申請に同意しないという場合に、ｄを除外して申請が認められるかという問題である。
小委員会の多数意見は、右の問題を一定地域内に関係企業が四○あり、そのうち三一企業が申請金額以上の金額
を定める労働協約を締結している場合に、そのうち三○企業について協約当事者たる組合間に申請についての合意
が
あ
れ
ば
「
全
部
の
合
意
に
よ
る
申
請
」
と
し
て
扱
え
る
か
と
い
う
ふ
う
に
簡
単
に
み
て
し
ま
っ
て
い
る
が
、
問
題
は
も
っ
と
複
雑
で
ある。というのは、一定地域においてＡ協約だけで「大部分」の要件を充たす場合と、ＡＢ両協約を含めてはじめ
て「大部分」の要件を充たす場合の双方があるからである。そして実際には後者のケースが多い９
℃
、
ところで、さきに㈹で述べたように、「大部分」の認定に際して実質的に内容を同じくする協約かどうかは客観
、
的判断を９℃って正当とするが、協約（設例ではＢ協約）の当事者特に組合（設例ではｄ組合）がａｂｃ組合の申請
に同意するかどうかという点についてはその自主性が尊重されねばならない。本条が後段で「当該労働協約」とい
っているのはＢ協約を含めたそれだと解するのが自然の見方だと思われる。
しかし小委員会の多数意見は、本条の規定は、肯定、否定両様に読むことができる（どのように読むのかはっきりし
ないが）として、その理由を次のようにいう。すなわち、本条の趣旨は、一定地域内の関係労使双方の大部分に協
約が適用され、かつその当事者が申請に合意しているという事実を尊重し、これに基づいて地域的な最低賃金を決
定しようということである。従って右のケースについて三○企業の申請があれば「大部分」という要件をみたして
最
低
賃
金
法
第
一
一
条
に
つ
い
て
二
八
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（１） 
いるから差し支えないと解すべきである。もし残りの一企業について合一息が得られない場合に、同条の要件をみた
していないと解するとすれば、この一企業が他の「大部分」に当る三○企業の合意という大勢をくつがえしうるこ
ととなり、極めて少数のものが「大部分」を制することを認めることとなって妥当でない、というのであった。ち
なみに、右の「企業」という意味は企業内の組合ということであり、使用者側は含まれないこと明白である。
たしかに、一一条の立法趣旨はそうであり、設例のように僅かな「横紙破り」によって大勢がくつがえされる不
合理性は否定できない。しかしだからといって、二条の法文を多数意見のように読むことはいかにも不自然であ
る。二条は同条による最低賃金決定の要件として二つの大きな前提要件を立てている。その一は、一定地域内の
労使の大部分が最低賃金に関する協約の適用を受けているという事実の存在であり、その二つは、右の事実が存す
、
、
、
、
ろ場合に、当該協約の当事者である労使のいずれかの全部の合意による申請がなされることである。いかに第一の
要件が完全に充たされようと、その事実から第二の要件が充たされたと推定するわけにはいかない。第二の要件に
、
、
よって本条による最低賃金の決定がきわめて困難な立場に立たされようとも、それは立法の欠陥なのであって、多
数意見のような拡大解釈が認められることにはならない。多数意見の解釈は本法第一○条のように「適用を受ける
使用者の大部分の者の合意による申請があったとき」の場合に妥当するものである。この点をついた使用者代表小
委員の反対は正当である。ただし、それが、たとえ一協約といえども当該申請金額以上の金額を定めるものがほか
にあれば、その事実を尊重すべきであるという立場から反対しているのは正論ではない。問題は申請金額の多寡で
はなく、当事者たる組合の自主性に存するからである。
では、当事者たる組合が申請に同意しない理由は何か、という問題になると、もはや法津問題ではなく事実問題
蕊 灘
に帰する。しかし、当該組合の申請に対する不同意が果して正当な理由に基くものかどうかという点に考慮の余地
が残されているということはいえるであろう。すなわち、右の場合、二六○円の協約は一一五○円の協約とは違うの
だという単純な形式論上の反対はおよそ組合たるものがするとは思われないから論外としよう。二五○円の申請に
反対する最も積極的な理由としては、それにより安い最賃額が同種の労働者に普及することは、とりもなおさず自己
（２） 
の組合の獲得している有利な条件の維持改善を阻むことになる、という点である。この主張はそれ自体としては全
く筋が通っているから、この理由のみによって申請に同意しない組合があれば、これを無視して単なる数的優勢か
ら申請に同意したものとみなすことは許されまい。このような場合は、申請諸組合と当該組合との間に、本条によ
る最賃の申請が申請による最賃額を足がかりとして賃上げの共同斗争を行うための次善の策だという見地からの了
解
に
よ
る
妥
協
が
成
立
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
ろ
う
。
ま
た
、
時
と
し
て
、
申
請
不
同
意
の
組
合
の
真
の
反
対
理
由
が
右
の
よ
う
に
簡
、
、
単でなく、たとえば、当該組合に対する協約当事者たる使用者側からの圧力があるとか、または申請組合と当該組
合との組織上ないし政策上の関係等が混入している場合もあるであろう。しかしそのような「動機」を審査上明らか
にすることは本法の手続上不可能なことであるから、結局、両者間の話し合いによる解決を待つ外ないであろう。
（
１
）
今
回
の
申
請
に
つ
い
て
み
れ
ば
、
全
繊
同
盟
関
係
で
は
、
申
謂
の
基
礎
と
な
っ
た
協
約
数
二
○
に
対
し
、
申
調
金
額
以
上
の
最
賃
額
を
定
め
る協約が二あり、同じく繊維労連関係では前者の二○に対し後者一であった。そして小委員会の多数意見は右にのべた理由
に
も
と
づ
き
こ
れ
ら
の
申
請
を
適
法
と
み
る
こ
と
に
し
た
が
、
使
用
者
代
表
小
委
員
は
最
後
ま
で
反
対
の
態
度
を
変
え
な
か
っ
た
。
（
２
）
つ
き
つ
め
れ
ば
最
低
賃
金
制
は
最
高
賃
金
制
に
転
化
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
特
に
本
法
の
業
者
問
協
定
に
よ
る
最
賃
制
に
つ
い
て
の
批
判
の
主
要
論
点
と
な
っ
て
・
い
る
こ
と
に
留
意
す
べ
き
で
あ
る
。
⑥
そ
の
他
の
点
に
つ
い
て
最
低
賃
金
法
第
一
一
条
に
つ
い
て
一
一
九
一
最
低
賃
金
法
第
二
条
に
つ
い
て
二
九
二
以上のようないわば法律論以外に、今回の．申請については、本条にもとづく最低賃金制実施の結果として生ずべ
き賃金体系の混乱ないし変動という問題が審議会で真剣な議題となったようである。それはとくに、全国単位で申
請の行われた全繊同盟の申請について論じられたものであるが、一般的にいって、わが国の労働協約は、企業単位
●
の
にすなわち、企業が一一種以上の産業（例えば化繊と綿紡繊）を兼営している場合においても、産業の種別にかかわ
りなく、その企業全体を統一して締結されているものが多い。従って、このような性格の協約を基礎にして、例え
ば化繊製造業の労使というように企業のワクをこえた横断的な産業別最低賃金が決定されることになると、各企業
（１） 
の賃金体系に非常な混乱を生ずる恐れがあるという点であった。
右の問題は恐らく、二つ以上の業種を同一企業の事業部門として行っている会社で、化繊なら化繊だけの拡張適
用による最低賃金が実施されると、全体として統一的に出来ている企業内賃金の体系がくずれ、賃金管理上困難を
きたすということであろう。確に、同一企業の中で拡張適用のある業種の労働者だけが最低賃金の保障があるとい
う状態は好ましいことではないが、過渡期としては止むを得ないことである。また社内における体系的賃金が崩れ
るということはぼんらいいかなる最低賃金制もがもっている機能の一つであって、しかも本法が本条による最低賃
金を規定するについて企業別組合における労働協約という点を考慮の上立法したものである以上、不可避的な結果
というほかはない。
（２） 
次に審議会または小委員会ではとくに問題にされていないようであるが、本条にもとづく由‐請がなされた場合、
行政官庁は必ず最低賃金の「決定」をなすことを義務づけられるであろうか。本法第九、一○条の場合と共通の問
題であるが、法文の表現からみて決定をなすと否とは行政官庁の裁量に属すると解される。しかし、申請の条件が
辮灘灘辮灘1辮i蕊蕊蕊
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以上、本条の解釈上問題になる点を幾つか挙げ、そして、それらが問題になる基本的理由を検討してみた。これ
を要約すれば、ある場合は、法が明確な定義づけを行っていないために、またある場合には、規定の立法趣旨が明
確
で
な
い
た
め
に
、
あ
る
い
は
法
の
適
用
さ
る
べ
き
実
態
が
複
雑
な
た
め
に
、
複
数
の
解
釈
の
余
地
が
生
ず
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
このような解釈論上の困難さは、本件申請における審議において労使各代表がそれぞれの政策的立場を混入させる
ことによっていよいよその統一的解釈の成立を困難にしたように思われるのである。
最低賃金審議会における審議において最後まで問題となったのはＢ初任給に関する協定が「賃金の最低額に関す
る定め」といえるか、目申請額以上を規定する協約が「賃金の最低額について実質的に内容を同じくする定めを含
む二以上の労働協約」といえるか、および目申請額以上の最低賃金を定める協約があってその当事者労組が申請に
合意していない場合全部の合意による申請があったといえるか、という三点であった。
最
低
賃
金
法
第
一
一
条
に
つ
い
て
二
九
三
備っているにもかかわらず決定がなされないことはもとより、これに籍口して不当に決定を引のばすようなことが
あれば、その基礎となる労働協約の変動という事情からいっても不当な態度というべきであろう。
（
１
）
こ
の
問
題
は
特
に
ア
ウ
ト
サ
イ
ダ
ー
で
あ
る
使
用
者
か
ら
の
異
議
申
立
に
お
い
て
主
張
さ
れ
た
。
審
議
会
は
「
将
来
具
体
的
に
こ
の
種
の
問
題が生じた場合において十分に検討する」旨の確認をすることによって今回の申謂については終始符をうった。
（
２
）
本
条
に
よ
る
最
低
賃
金
決
定
の
申
請
は
労
組
法
第
一
八
条
に
よ
る
労
働
委
員
会
の
申
立
に
よ
っ
て
も
可
能
で
あ
る
。
両
者
の
手
続
を
調
整
す
る
た
め
昭
和
三
四
年
の
労
組
法
改
正
で
同
一
八
条
を
改
正
し
、
申
立
が
本
条
に
規
定
す
る
協
約
に
該
当
す
る
と
認
め
ら
れ
る
時
は
賃
金
部
分
に
つ
いて最賃審議会の意見を聞くことにした。（同四項）
四
、
要
約
最
低
賃
金
法
第
一
一
条
に
つ
い
て
二九四
これらの点について、、筆者は本条の基本的趣旨が最低賃金を定めた労働協約に基づく地域的最低賃金の決定にあ
る以上、何よりも申請の基礎となるべき労働協約の規定に照し、とくにこれを締結し、さらにその拡張適用を企図
（１） 
する組合の意思いかんという立場から判断すべきだと考塗えるのであるが、とも角、今回の申請についてみれば、申
請の基礎となった協約の当事者間に必ずしも明確な解釈基準が存在せず、かつ、関係組合間においても組織上の問
題とからんではっきりした意思統一がなされていないなど、申請組合として申請の体制作りに配慮の欠けるところ
があり、それが審議会における審議を徒らに紛糾させたことは否定できない。また使用者側においても審議会ない
し小委員会での主張が、法律解釈論としてなされているのか（既述の通り正論とみるべきものがかなり含まれてい
る）、それとも法律論に籍口して実は本条による最低賃金決定の阻止をはかっているのか理解に苦しむ点がかなり
あったことも事実である。本問題審議の最終段階において、初任給協定が実質上最低質金の協定であること、申請
、
、
、
に合意していない組合も申請による最賃制が実施されることに異議のない》」とがそれぞれの当事者間で政治的に解
、
、
決される一」とによって以上の問題点がとも角克服されて「決定」に漕ぎつけたという事情は、今回の●申請をめぐる
真の論争点が法律論議以前の性格のものであったことを物語るものといえよう。しかし、論議をこのような方向に
走
ら
せ
た
の
も
要
す
る
に
、
本
条
が
業
者
間
協
定
を
主
柱
と
す
る
最
賃
法
の
い
わ
ば
附
随
的
条
項
と
し
て
立
法
と
し
て
の
明
確
さ
を
欠
いたところにその主たる原因があるとすれば、今後の申請に備えて立法の再検討が望まれるところである。
（１）申請組合として最も考慮を要することは、申請事項たる「適用を受けるべき労働者の範囲」（則八条一項一つの決定であ
、
、
、
、
、
る
。
と
い
う
の
は
組
合
と
し
て
拡
張
適
用
を
受
く
ぺ
き
労
働
者
の
範
囲
を
指
示
す
る
こ
と
は
と
り
も
な
お
さ
ず
、
そ
の
労
働
者
と
こ
れ
を
使
用
ま
る使用者が「大部分」の比率に達しているかどうかの判定を受けることを意味するからである。即ち拡張適用の範囲を拡げ
れば拡げる程「大部分」の比率に達することが困難になるという点に留意しなければならない。
